


～　ＪＧＡＰの理念　～

JGAPは人間と地球と利潤の間に矛盾のない農業生産の確立と、生産・流通・消費の信頼関係構築を目指します。

日本及び東アジア・東南アジアの農場に向けて、安全な農畜産物の生産、環境に配慮した農業、農業生産者の安全
と人権の尊重、適切な販売管理を実現するための手法としてJGAPは開発されました。JGAPが農場に導入されること
により、持続可能な農業経営を確立するとともに、消費者・食品事業者の信頼を確保することができるようになり
ます。

JGAPとは日本の生産環境を念頭に置いた農業生産工程管理の手法であり、農業生産者と農畜産物流通業者の両者が
協力して開発するべきものです。農業生産者が継続的に実行可能であり、かつ消費者・食品事業者が安心できる農
業生産工程管理を構築する必要があります。

JGAPは農業生産者が自主的に取り組むべき経営手法である一方、その導入の達成段階は審査・認証制度を通して社
会に広く認知されるべきであり、農業生産者が農畜産物・家畜の販売において供給者としての信頼性を表現する基
準としても機能すべきものです。

農畜産物の安全を確保して消費者を守り、地球環境を保全し、同時に持続的な農業経営を確立することがJGAPの目
指す最終的な目標です。





































































コメント番号 レベル 管理点 適合基準
取組例・備考

（①や②の数字は適合基準に対応した番号）
適合性

24.1 適用外 調達の記録

24.2 適用外

交配・出産
の管理

※鶏を除く。

①

②

25.1 適用外 飼料の調達

①

②

③

①

③

25.2 適用外 飼料の保管

①
②
③

26.2 適用外 敷料の交換

C．生産資材等の管理

24．精液・受精卵・素畜の管理

精液・受精卵・素畜を購入した場合、購入先・品名・品種・数量等が
わかる記録（納品書・証明書等）がある。

精液等の保管時の管理を適切に行い、交配時の系統を明確に
し、交配以降、個体または群で、確実に識別可能にしている。
交配、出産の記録がある。

例えば、保管している精液等を台帳等で管理していること。

25．飼料の管理

関係各国の法令・制度に基づき安全性を確保していることが確
認できる飼料供給業者から飼料を調達している。
上記①の飼料は、その受入記録によって調達先、飼料の名称、
調達量、調達年月日、飼料添加物の成分規格等が確認でき
る。
上記①に該当しない飼料については、原材料（自給飼料を含
む）の由来、栽培・製造工程における管理方法または検査結果
を把握することにより家畜衛生および食品安全に危害を及ぼす
要因がないことを確認している。

日本の場合、 「飼料の安全性の確保及び品質の改善に
関する法律」等の関係規定に基づく安全管理が行われて
いる業者（製造・輸入・販売）から調達すれば、安全は確
保されている。

原材料の安全性は、例えばJGAPを取得している農場由
来であることで証明できる。自給飼料生産を実施している
場合には、本基準の認証で証明できる。

抗菌性飼料添加物を含む飼料とそうでない飼料は、意図しない混
合を防止する対策が取られている。

26．敷料の管理

26.1 適用外 敷料の調達

敷料受入時は、下記項目をチェックしている。

敷料の外観、色および品質に異常がないこと。
異物等が認められないこと。
カビの発生が認められないこと。

敷料は、家畜の排せつ物等による汚染状況に応じて適宜または定
期的に交換している。



コメント番号 レベル 管理点 適合基準
取組例・備考

（①や②の数字は適合基準に対応した番号）
適合性

27.1 重要
新規用地の
確保

①

②

27.2 重要 周辺の状況

28.1 努力
飼料作物種
子の調達

①

②
③

①
②
③

①

②

③

④
⑤

種子を購入した場合、品種名、生産地、販売者、使用農薬の成
分（種子消毒に使用した農薬すべて）と使用回数が記載された
証明書等を保管している、または記録している。
自家増殖の場合、採取した種苗の草地等を記録している。
行政による検疫対象の種苗の場合、検査に合格していることを
確認している。

日本の場合、例えば、飼料作物種子の購入日、製造番号等を
記載した証票、伝票等を確認・保管している。

28.2 努力 播種の記録

播種について下記を記録している。

種子の名称・播種の方法（機械の特定を含む）
播種日
草地等の名称

Ｄ．自給飼料生産工程の専用項目　 ※ 自給飼料生産がない場合は、該当外

27．草地等の立地に関する管理

草地等を新たに確保する場合には、自然保護地域に該当しな
いか確認している。
自然保護地域に該当する場合には開発規制に従って開発して
いる。

自然保護地域とは、原生自然環境保全地域、自然環境保全
地域、都道府県自然環境保全地域、国立公園、国定公園、都
道府県立自然公園、鳥獣の特別保護区、生息地等保護区、
ラムサール条約登録湿地、世界自然遺産を指す。

草地等の周辺からの汚染物質による影響がない場所に立地して
いる。汚染物質による影響が考えられる場合には対策を講じてい
る。

汚染には、農薬のドリフト、重金属・有機溶剤・放射性物質等
を含んだ汚染水の流入等がある。

29．農薬・肥料等の管理

29.1 必須 農薬の管理

＊農薬を使用していない場合は、該当外

④

⑤

例えば、散布の方向や位置に注意したり、風の強さ、風向
き等、天候や時間帯に注意している。

例えば、農薬保管庫に入りきらない大きな容器の農薬は、
倉庫全体を保管庫とし、出入りの都度、当該保管庫を施
錠する必要がある。

無登録農薬および無登録の疑いのある資材の使用を禁止して
いる。
農薬使用前における防除器具の十分な点検、および使用後に
おける十分な洗浄を行っている。
農薬の使用の都度、容器または表示書の内容を確認し、表示
内容を守って農薬を使用している。
農薬散布時における周辺作物への影響を回避している。
農薬は、施錠された農薬保管庫に保管されている。

28. 種子の管理
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コメント番号 レベル 管理点 適合基準
取組例・備考

（①や②の数字は適合基準に対応した番号）
適合性

①

②

③

30.1 重要
農薬による
環境負荷の
低減対策

＊

①

②
③

④

⑤

④

⑤

30.2 必須
肥料等によ
る環境負荷
の低減対策

①

②
②

31.1 重要
情報の記
録・保管

①
②

農薬使用および施肥に関する内容を記録し、保存している。
農薬、肥料等の購入伝票等を保存している。

30. 環境保全を主とする取組

農薬を使用していない場合は、該当外

農薬の使用残が発生しないように必要な量だけを秤量して散布
液を調整している。
病害虫・雑草が発生しにくい栽培環境を作っている。
発生予察情報の利用等により疾病・病害虫の発生状況を把握
した上での防疫・防除を実施している。
農薬と他の防除手段を組み合わせた防疫・防除を実施してい
る。
農薬散布時における周辺住民等への影響を回避している。

例えば、病害虫に強い品種選定や太陽熱消毒を行ってい
る。

例えば、散布の方向や位置に注意したり、風の強さ、風向
き等、天候や時間帯に注意している。

土壌診断の結果を踏まえた肥料・たい肥の適正な施用や、都
道府県の施肥基準や農協の栽培歴等に即した施肥を実施して
いる。
家畜排せつ物の施用に際し、たい肥化等の適正な処理を実施
している。

例えば、数日間７０℃の発酵温度を維持している。

31. 飼料生産工程の情報管理

29.2 必須
肥料等の管
理

①

②

③

④

肥料等に含まれる放射性物質が国の基準を超えていないこと
を確認している。
普通肥料以外の肥料等は、原材料（採取地等の由来を含む）、
製造工程または検査結果を把握することにより、飼料に危害を
及ぼす要因がないことを確認している。
たい肥は、適切な発酵温度の確保等により病原微生物対策や
雑草種子等の殺滅対策を実施している。
発熱・発火・爆発の恐れがある肥料（硝酸アンモニウム、硝酸カ
リ、硝酸カルシウム、硫黄粉末、生石灰）を保管している場合
は、肥料の販売店・メーカーに保管方法を確認し、その指導に
従って保管している。

肥料等には土壌改良材、土壌活性材、植物活性材、葉面散
布剤、堆肥、敷料（稲わら、刈り草、樹木の皮等の資材）およ
びその他肥料登録のない資材（肥料効果を目的とした資材、
植物活性剤・忌避剤等）を含む。

放射性物質の確認が必要な肥料は、日本の場合、農林
水産省より通知が出ているため、例えば販売業者やメー
カーに確認して検査記録を入手する。
日本の場合、普通肥料が行政による公定規格に合格した
肥料となる。普通肥料以外の肥料等については、当該肥
料中の重金属類、化学物質、微生物等が飼料を介して家
畜に危害を及ぼす可能性がある。
例えば、数日間70℃の発酵を続けている。
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附属書 「アニマルウェルフェアの考え方に対応した飼養管理指針に関するチェックリスト」

http://jlta.lin.gr.jp/report/animalwelfare/

※「アニマルウェルフェアの考え方に対応した飼養管理指針」が改訂された場合の旧版の取扱いについて

「アニマルウェルフェアの考え方に対応した飼養管理指針に関するチェックリスト」を含む飼養管理指針の全文は、公益社団法人　畜産技
術協会のウェブサイトより最新版をご確認ください。

飼養管理指針およびチェックリストは、乳用牛・肉用牛・豚・採卵鶏・ブロイラーの５つがあります。飼養する畜種に対応したチェックリストを
活用してください。

新たな版が発効された場合、発効日の翌日から90日以内に審査受付を完了した初回・維持・更新審査は、旧版を適用して審査できるもの
とします。
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関連法令および参考文献一覧

法律（カッコ内は、略称） 指針等

・ 食料・農業・農村基本法 ・ アニマルウェルフェアの考え方に対応した飼養管理指針
・ 家畜の生産段階における衛生管理ガイドライン
・ 環境と調和のとれた農業生産活動規範

・ 悪臭防止法 ・ 業務災害の場合における給付に関する条約（第121号・ILO条約）
・ 家畜改良増殖法 ・ 飼養衛生管理基準
・ 家畜伝染病予防法 ・ 飼料の適正使用について

・ 就業が認められるための最低年齢に関する条約（第138号・ILO条約）
・ 草地開発整備事業計画設計基準

・ 家畜保健衛生所法 ・ 第４次レッドリスト
・ 環境基本法

・ 牛海綿状脳症対策特別措置法（BSE対策特別措置法）
・ 計量法 ・ 農業技術の基本指針
・ 原子力災害特別措置法 ・ 農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関するガイドラインについて
・ 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（飼料安全法） ・ 農業法人が加工・販売に取り組む場合の労務管理のポイント
・ 出入国管理及び難民認定法 ・ 農作業安全のための指針
・ 消防法
・ 食品安全基本法
・ 食品衛生法
・ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律
・ 食品表示法
・ 水質汚濁防止法
・ 生物多様性基本法
・ 地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法）
・ 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する

法律（鳥獣被害防止特措法）
・ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（鳥獣保護法）
・ 動物の愛護及び管理に関する法律（動物愛護法）
・ 毒物及び劇物取締法
・ 農林物資の規格化等に関する法律
・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）
・ 牧野法
・ 労働安全衛生法
・ 労働基準法
・ 労働者災害補償保険法
・ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律

・ 農林水産省及び厚生労働省における食品の安全性に関するリスク管理
の標準手順書

・ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
（医薬品医療機器等法）

・ 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（家畜排せ
つ物法）

・ 畜産農場における飼養衛生管理向上の取組認証基準（農場HACCP認証基
準）・ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（牛ト

レサビリィティー法） ・ 鳥獣による農林水産業等に係る被害防止のための施策を実施するため
の基本的な指針
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